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 ■計画の概要 

【計画名】 

安心・安全な住まいづくりの実現と日本一住みよいふるさとづくり 

（岐阜県地域住宅計画） 

 

【計画期間】 

平成２３年度～平成２７年度（５年間） 

 

【計画の目標】 

『すべての人が安心して生活するための居住環境の整備』 
   高齢者等も安心して暮らせるよう既存公営住宅の改修を行うとともに、民間賃貸住宅の入居環境の 

   改善を促進し、住宅確保要配慮者の居住環境の安定化を実現 

『質の高い住宅性能の確保』 
   老朽化した既存の住宅については耐震改修、長寿命化改善、設備改善を行い住環境改善を実現 

『定住対策の促進』 
   地域の活性化の観点から、良質な賃貸住宅を供給することで、定住対策を促進 
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 ■計画の概要 

『地域固有の住文化の育成』 

   地域材の優良性を広く県民に対してPRすることで、地元工務店等による優良な地域材活用木造住宅 

   （産直住宅）の建設を促進 

『住宅対策の推進体制の整備』 

   住宅に関する適切な情報提供を目指し、情報源の確保、提供体制の整備を実施 

『良好な居住基盤の形成』 

   安全・安心で利便性の良い地域づくりを目指し、住宅の基盤整備等を実施 

 

【計画の成果目標（定量的指標）】 

① 公営住宅の長寿命化 
岐阜県公営住宅長寿命化計画において長寿命化型と位置
付けた123棟のうち、94棟（76.4%）を着手 

② 
公営住宅の高齢者対
応（バリアフリー） 

高齢者対応型とした戸数の割合を18.2％から20.0％に増 

③ 公営住宅の耐震化 耐震性が認められる戸数の割合を95.3％から100％に増 

④ バイパス整備 
「東濃研究学園都市」からJR多治見駅までの車による移動
時間を４分短縮 
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 ■事業実施による効果＜指標①＞ 

■公営住宅の長寿命化型改善事業 

 ○実施期間  ：平成２３年度～平成２７年度 

 ○全体事業費 ：3,746,383,350円 

 ○実施箇所  ：県営住宅 １２団地 ８９棟 2,792戸 

            （白木町住宅、近の島住宅、加野住宅、 

             田神住宅、夕陽ヶ丘住宅、尾崎住宅、 

             藤江住宅、荒崎住宅、宮代住宅、 

             旭ヶ丘住宅、泉北住宅、赤保木住宅） 

 ○事業内容  ：屋上防水改修、外壁改修、ベランダ・浴室 

            防水改修、給排水ガス管改修 

 ○最終実績値 ：72.4%（目標達成率94.8%） 

赤保木住宅 

白木町住宅 近の島住宅 

加野住宅 

宮代住宅 

荒崎住宅 

藤江住宅 

泉北住宅 

旭ヶ丘住宅 

夕陽ケ丘住宅 

尾崎住宅 

田神住宅 

施工前 施工後 

長寿命化改善が
必要な123棟のう
ち89棟について、
耐久性向上などを
図りました。 
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 ■事業実施による効果＜指標②＞ 

■公営住宅の高齢者対応事業 

 ○実施期間  ：平成２３年度～平成２７年度 

 ○全体事業費 ：64,906,500円 

 ○実施箇所  ：県営住宅 ８団地 ３５棟 ５０戸 

            （田神住宅、 尾崎住宅、藤江住宅、 

             荒崎住宅、宮代住宅、旭ヶ丘住宅、 

             泉北住宅、赤保木住宅） 

 ○事業内容  ：手すり設置、レバーハンドルへの交換、 

            浴槽設置、暖房便座設置、段差解消 

 ○最終実績値 ：20.３%（目標達成率100%） 

赤保木住宅 

宮代住宅 

荒崎住宅 

藤江住宅 

泉北住宅 

旭ヶ丘住宅 尾崎住宅 

田神住宅 
施工前 施工後 

高齢者にとって住みよい住戸
の整備が進みました。 
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■公営住宅の耐震化事業 

 ○実施期間  ：平成２３年度 

 ○全体事業費 ：41,538,000円 

 ○実施箇所  ：県営近の島住宅 ３棟 ５６戸 

 ○事業内容  ：住棟の耐震補強工事 

 ○最終実績値 ：100％（目標達成率100%） 

 ■事業実施による効果＜指標③＞ 

近の島住宅 

施工前 施工後 

県営住宅の耐震化が完了しました。 
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■住宅市街地基盤整備事業によるバイパス整備事業 

 ○実施期間  ：平成２３年度～平成２６年度 

 ○全体事業費 ：約58億円 

 ○実施箇所  ：一般県道 肥田下石線（多治見市、土岐市） 

 ○事業内容  ：バイパス整備 

 ○最終実績値 ：４分（目標達成率100%） 

              
一般県道 肥田下石線 

多治見駅 

東濃研究 
学園都市 

住宅市街地基盤整備事業による
バイパス整備（肥田下石線） 

国道19号 

4分短縮 

 ■事業実施による効果＜指標④＞ 

「東濃研究学園都市」からJR多治見駅までの移動時間
が４分短縮しました。 
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 ■目標の達成状況一覧 

■定量的指標に関連する交付対象事業の効果の発現状況 

 ・岐阜県公営住宅等長寿命化計画に基づき個別改善（長寿命化型）事業を実施した。 

 ・県営住宅のうち、高齢者対応（バリアフリー）した戸数の割合が増加した。 

 ・県営住宅の耐震化が完了した。 

 ・住宅市街地基盤整備事業によるバイパス整備により、「東濃研究学園都市」からJR多治見 

  駅までの車による移動時間が短縮された。 

■定量的指標の達成状況 

 指標① 

公営住宅の長寿命化
型改善 

最終目標値 76.4％ 

目標値と実績
値に差が出た
要因 

財政状況や長寿命化型改善対象物件の状
態を踏まえ、実施年度を見直し・変更を行っ
たため 最終実績値 72.4％ 

指標② 

公営住宅の高齢者対
応改善 

最終目標値 20.0％ 

最終実績値 20.3％ 

指標③ 
公営住宅の耐震化 

最終目標値 100％ 

最終実績値 100％ 

指標④ 

一般県道 肥田下石
線バイバス整備 

最終目標値 ４分 

最終実績値 ４分 
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 ■その他 

■今後の方針等 

 引き続き、岐阜県地域住宅計画に基づき、県営住宅の長寿命化型改善、高齢者対応型改
善、居住性向上型改善を進めていく。 

■定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況 

 県営住宅において居住性向上型の個別改修を実施することにより、衛生上の居住環境改善
及び快適性が向上した住戸が増加した。 
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平成２９年 １月２５日

1 安全・安心な住まいづくりの実現と日本一住みよいふるさとづくり（岐阜県地域住宅計画）

平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 岐阜県、羽島市、恵那市、揖斐川町、大野町、川辺町

『すべての人が安心して生活するための居住環境の整備』・・・・・高齢者世帯等も安心して暮らせるよう、既存公営住宅の改修を行うとともに、民間賃貸住宅の入居環境の改善を促進し、住宅確保要配慮者の
　　　 居住環境の安定化を実現する。（地域住宅計画）

『質の高い住宅性能の確保』・・・・・老朽化した既存の住宅については耐震改修、長寿命化改善、設備改善を行い住環境改善を実現する。（地域住宅計画）
『定住対策の促進』・・・・・地域の活性化の観点から、良質な賃貸住宅を供給することで、定住対策を進める。（地域住宅計画）
『地域固有の住文化の育成』・・・・・地域材の優良性を広く県民に対してＰＲすることで、地元工務店等による優良な地域材活用木造住宅（産直住宅）の建設促進を行う。
『住宅対策の推進体制の整備』・・・・・住宅に関する適切な情報提供を目指し、情報源の確保、提供体制の整備を行う。
『良好な居住基盤の形成』・・・・・安全・安心で利便性の良い地域づくりを目指し、住宅の基盤整備等を行う。

・岐阜県公営住宅等長寿命化計画において活用方法を個別改善（長寿命化型）とした判定した住棟123棟のうち、94棟（76.4％）について長寿命化型改善事業に着手する。（地域住宅計画）
・管理する県営住宅のうち、高齢者対応（バリアフリー）した戸数の割合18.2％から20％に増加（地域住宅計画）
・管理する県営住宅のうち、耐震性が認められる戸数の割合を95.3％から100％に増加（地域住宅計画）
・住宅市街地基盤整備事業によるバイパス整備により「東濃研究学園都市」からＪＲ多治見駅までの車による移動時間を４分短縮する。

（H23当初） （H25末） （H27末）
長寿命化計画において長寿命化型改善事業実施と判定した住棟の事業着手率
（長寿命化型改善事業着手率）＝（長寿命化型改善事業に着手した住棟数）／（長寿命化型改善事業実施と判定した住棟数）（％） （地域住宅計画）
管理する県営住宅のうち、高齢者対応住宅の戸数割合
（高齢者対応住宅の戸数割合）＝（高齢者対応住宅の戸数）／（全県営住宅戸数）（％） （地域住宅計画）
管理する県営住宅のうち、耐震性が認められる戸数割合
（耐震性が認められる戸数割合）＝（耐震性が認められる戸数）／（全県営住宅戸数）（％） （地域住宅計画）
住宅市街地基盤整備事業によるバイパス整備により「東濃研究学園都市」からＪＲ多治見駅までの渋滞が短縮された時間

Ａ

(うちAc)

事　後　評　価　（中　間　評　価）
○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

　評価完了後、県のホームページへ掲載

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-A1-1 住宅 一般 岐阜県 直接 県 3,747

1-A1-2 住宅 一般 岐阜県 直接 県 42

1-A1-3 住宅 一般 岐阜県 直接 県 65

1-A1-4 住宅 一般 岐阜県 直接 県 40

1-A1-5 住宅 一般 岐阜県 間接 町 2

1-A1-6 住宅 一般 岐阜県 間接 市・町 14

1-A1-7 住宅 一般 岐阜県 直接 県 379

1-A1-8 住宅 一般 揖斐川町、川辺町 直接 町 32

1-A1-9 住宅 一般
羽島市、恵那市、

揖斐川町、大野町 直接 市・町 5

1-Ac-1

1-A2-1 住宅 一般 岐阜県 直接 県 1,002
H24年度

地域自主戦略交付金

合計 5,328

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

748百万円
効果促進事業費の割合

12.30%
（Ａc＋Ｃ）／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価の実施体制

　岐阜県都市建築部住宅課において事後評価を行なったのち、「岐阜県事業評価監視委員会」にて審議

事業者 要素となる事業名(事業箇所） 事業内容・規模等 全体事業費
（百万円）

　A1 地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）

（短縮された時間）＝（一般県道　肥田下石線完成前のＪＲ多治見駅までの車による移動時間）－（完成後の「東濃研究学園都市」からＪＲ多治見駅までの車による移動時間）（分） 0分 － 4分

（　0百万円　）

社会資本総合整備計画　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
6,076百万円 Ｂ 0百万円 Ac＋Ｃ

0.0% － 76.4%

18.2% － 20.0%

95.3% － 100%

5,328百万円

　計画期間最終年度の翌年度（平成２８年度）に実施

事後評価の実施時期

住宅地区改良事業等 住宅新築資金等貸付助成事業(特定助成事業 養老町 １地区)

住宅地区改良事業等 住宅新築資金等貸付助成事業(償還推進助成事業 関市,垂井町,養老町 ３地区)

公営住宅整備事業等（地域優良賃貸住宅整備事業） 地域優良賃貸住宅（公共供給型）64戸の整備

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 公営住宅等の家賃の低廉化（揖斐川町、川辺町）

公表の方法

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業） 個別改善【長寿命化型】(尾崎住宅ほか 12団地2,792戸)

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業） 個別改善【安全性確保型】(近の島住宅 3棟56戸)

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業） 個別改善【福祉対応型】(尾崎住宅ほか 8団地50戸)

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業） 個別改善【居住性向上型】(尾崎住宅ほか　7団地76戸)

住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業） 空き家等実態把握調査（羽島市、恵那市、揖斐川町、大野町）

　Ac 地域住宅計画に基づく事業（提案事業）

　A2 基幹事業（地域住宅計画に基づく事業以外の事業）

住宅市街地基盤整備事業 東濃研究学園都市：一般県道　肥田下石線

10



Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-B-1
合計 0

番号 備考

1-B-1

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-C-1 住宅 一般 岐阜県 直接 県 7

1-C-2 住宅 一般 岐阜県 間接 団体 5

1-C-3 住宅 一般 岐阜県 間接 個人 9

1-C-4 住宅 一般 岐阜県 直接 県 291

1-C-5 住宅 一般 岐阜県 間接 個人 252

1-C-6 住宅 一般 岐阜県 間接 個人 137

1-C-7 住宅 一般 岐阜県 直接 県 47
合計 748

番号 備考

1-C-1

1-C-2

1-C-3

1-C-4

1-C-5

1-C-6

1-C-7

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・岐阜県公営住宅等長寿命化計画に基づき個別改善（長寿命化型）事業を実施した。
Ⅰ定量的指標に関連する ・県営住宅のうち、高齢者対応（バリアフリー）した戸数の割合が増加した。
　　　交付対象事業の効果の発現状況 ・県営住宅の耐震化が完了した。

・住宅市街地基盤整備事業によるバイパス整備により「東濃研究学園都市」からＪＲ多治見駅までの車による移動時間が短縮された。

最終目標値 76.4%
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値 　財政状況や長寿命化型改善対象物件の状態を踏まえ、実施年度を見直し・変更を行ったため

に差が出た要因
最終実績値 72.4%

最終目標値 20.0%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 20.3%

最終目標値 100%
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 100%

最終目標値 4分
目標値と実績値
に差が出た要因

最終実績値 4分

指標③（管理す
る県営住宅のう
ち、耐震性が認
められる戸数割
合）

指標④（東濃研
究学園都市から
ＪＲ多治見駅ま
での渋滞が短縮
された時間）

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名 全体事業費
（百万円）

- 住宅施策等関連事業推進事業 住生活基本計画策定基礎調査　他 -

- 地域木造住宅支援事業費補助金 協同組合等が行う、木造住宅振興のための活動に対する補助 -

- 移転費助成費 県営住宅の耐震補強工事にかかる入居者移転 -

- 既存老朽化公営住宅解体事業 北方住宅既存棟解体 -

- 住宅耐震補強工事補助金 民間住宅への耐震補強工事費補助 県全域

- ぎふの木で家づくり支援事業 県産材で家づくりに対する助成 -

県民が行う耐震補強工事について、市町村がその費用の一部を助成する場合に県も補助を行い、安全・安心な住まいづくりを実現する。

県産材で住宅を新築したものに対して助成を行うことにより、地域住宅産業の活性化を促し良質な木造住宅の供給を図る。

公営住宅整備事業等と一体的に実施し、住環境の向上を図る。

指標②（管理す
る県営住宅のう
ち、高齢者対応
住宅の戸数割
合）

- 公営住宅整備事業等推進事業 公営住宅整備事業等の実施に要する設計・工事監理等 -

一体的に実施することにより期待される効果

住生活等の基本となる事項を定め、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

木造住宅振興を積極的に行っている協同組合等に対して補助を行うことにより、地域住宅産業の活性化を促し良質な木造住宅の供給を図る。

耐震補強工事が完了した住棟に使用中止予定の住棟から移転する入居者に対して助成を行い、耐震補強工事の推進を図り、安全・安心な住まいづくりを実現する。

景観や治安上好ましくない老朽化し使用しなくなった公営住宅を解体することにより、住環境の向上を図る。

指標①（長寿命
化計画に基づき
実施する長寿命
化型改善事業の
着手率）
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県営住宅において居住性向上型の個別改修を実施することにより、衛生上の居住環境改善及び快適性が向上した住戸が増加した。

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

引き続き、岐阜県地域住宅計画に基づき、県営住宅の長寿命化型改善、高齢者対応型改善、居住性向上型改善を進めていく。
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（参考様式３）

計画の名称 1 安全・安心な住まいづくりの実現と日本一住みよいふるさとづくり（岐阜県地域住宅計画）
計画の期間 平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 岐阜県、羽島市、恵那市、揖斐川町、大野町、川辺町交付対象

 

【県内全域】 
・1-C-1 住宅施策等関連事業推進事業 

・1-C-2 地域木造住宅支援事業費補助金 

・1-C-5 住宅耐震補強工事補助金 

・1-C-6 ぎふの木で家づくり支援事業 
・1-C-7 公営住宅整備事業等推進事業 

1-A1-5,6 住宅地区改良事業等（養老町） 

1-A1-6 住宅地区改良事業等（関市） 

1-A1-6 住宅地区改良事業等（垂井町） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（荒崎住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（藤江住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（尾崎住宅） 

1-A1-1,2 公営住宅等ストック総合改善事業(近の島住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業(泉北住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（宮代住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（加野住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（田神住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業(旭ヶ丘住宅） 

1-A2-1 住宅市街地基盤整備事業(東濃研究学園都市） 

1-A1-3,4 公営住宅等ストック総合改善事業(赤保木住宅） 

1-C-3 移転費助成費(近の島住宅） 

1-C-4 既存老朽化公営住宅解体事業（北方住宅） 

1-A1-7 地域優良賃貸住宅整備事業（公共供給型） 

1-A1-3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（夕陽ヶ丘住宅） 

1-A1-8 公的賃貸住宅家賃低廉化事業（川辺町） 

1-A1-8 公的賃貸住宅家賃低廉化事業（揖斐川町） 

1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）（大野町） 

1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）（羽島市） 

1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）（恵那市） 

1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）（揖斐川町） 

【羽島市、恵那市、揖斐川町及び大野町の全域】 
・1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業） 
     （空き家等実態把握調査） 
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社会資本総合整備計画
1 安全・安心な住まいづくりの実現と日本一住みよいふるさとづくり（岐阜県地域住宅計画） 変更回数 8

平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 岐阜県、羽島市、恵那市、揖斐川町、大野町、川辺町

『すべての人が安心して生活するための居住環境の整備』・・・・・高齢者世帯等も安心して暮らせるよう、既存公営住宅の改修を行うとともに、民間賃貸住宅の入居環境の改善を促進し、住宅確保要配慮者の

　　　 居住環境の安定化を実現する。（地域住宅計画）

『質の高い住宅性能の確保』・・・・・老朽化した既存の住宅については耐震改修、長寿命化改善、設備改善を行い住環境改善を実現する。（地域住宅計画）

『定住対策の促進』・・・・・地域の活性化の観点から、良質な賃貸住宅を供給することで、定住対策を進める。（地域住宅計画）

『地域固有の住文化の育成』・・・・・地域材の優良性を広く県民に対してＰＲすることで、地元工務店等による優良な地域材活用木造住宅（産直住宅）の建設促進を行う。

『住宅対策の推進体制の整備』・・・・・住宅に関する適切な情報提供を目指し、情報源の確保、提供体制の整備を行う。
『良好な居住基盤の形成』・・・・・安全・安心で利便性の良い地域づくりを目指し、住宅の基盤整備等を行う。

・岐阜県公営住宅等長寿命化計画において活用方法を個別改善（長寿命化型）とした判定した住棟123棟のうち、94棟（76.4％）について長寿命化型改善事業に着手する。（地域住宅計画）
・管理する県営住宅のうち、高齢者対応（バリアフリー）した戸数の割合18.2％から20％に増加（地域住宅計画）
・管理する県営住宅のうち、耐震性が認められる戸数の割合を95.3％から100％に増加（地域住宅計画）
・住宅市街地基盤整備事業によるバイパス整備により「東濃研究学園都市」からＪＲ多治見駅までの車による移動時間を４分短縮する。

（H23当初） （H25末） （H27末） ※中間目標は任意
長寿命化計画において長寿命化型改善事業実施と判定した住棟の事業着手率
（長寿命化型改善事業着手率）＝（長寿命化型改善事業に着手した住棟数）／（長寿命化型改善事業実施と判定した住棟数）（％） （地域住宅計画）
管理する県営住宅のうち、高齢者対応住宅の戸数割合
（高齢者対応住宅の戸数割合）＝（高齢者対応住宅の戸数）／（全県営住宅戸数）（％） （地域住宅計画）
管理する県営住宅のうち、耐震性が認められる戸数割合
（耐震性が認められる戸数割合）＝（耐震性が認められる戸数）／（全県営住宅戸数）（％） （地域住宅計画）
・住宅市街地基盤整備事業によるバイパス整備により「東濃研究学園都市」からＪＲ多治見駅までの渋滞が短縮された時間

Ａ

(うちAc)

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-A1-1 住宅 一般 岐阜県 直接 県 4,521

1-A1-2 住宅 一般 岐阜県 直接 県 42

1-A1-3 住宅 一般 岐阜県 直接 県 72

1-A1-4 住宅 一般 岐阜県 直接 県 33

1-A1-5 住宅 一般 岐阜県 間接 町 2

1-A1-6 住宅 一般 岐阜県 間接 市・町 16

1-A1-7 住宅 一般 岐阜県 直接 県 379

1-A1-8 住宅 一般 揖斐川町、川辺町 直接 町 44

1-A1-9 住宅 一般
羽島市、恵那市、

揖斐川町、大野町 直接 市・町 9

1-Ac-1

1-A2-1 住宅 一般 岐阜県 直接 県 930
H24年度

地域自主戦略交付金

合計 6,048

0.0% － 76.4%

平成27年9月30日

計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

18.2% － 20.0%

95.3% － 100%

（短縮された時間）＝（一般県道　肥田下石線完成前のＪＲ多治見駅までの車による移動時間）－（完成後の「東濃研究学園都市」からＪＲ多治見駅までの車による移動時間）（分） 0分 － 4分

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
7,249百万円
7,240百万円

6,048百万円
Ｂ 0百万円 Ac＋Ｃ 1,201百万円

効果促進事業費の割合
16.57%

(0百万円) （Ａc＋Ｃ）／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

交付対象事業

事業者 要素となる事業名(事業箇所） 事業内容・規模等 全体事業費
（百万円）

　A1 地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業） 個別改善【長寿命化型】(尾崎住宅ほか 9団地3,620戸)

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業） 個別改善【安全性確保型】(近の島住宅 3棟56戸)

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業） 個別改善【福祉対応型】(尾崎住宅ほか 10団地3,354戸)

公営住宅整備事業等（公営住宅等ストック総合改善事業） 個別改善【居住性向上型】(尾崎住宅ほか　10団地3,354戸)

住宅地区改良事業等 住宅新築資金等貸付助成事業(特定助成事業 養老町 １地区)

住宅地区改良事業等 住宅新築資金等貸付助成事業(償還推進助成事業 関市,垂井町,養老町 ３地区)

公営住宅整備事業等（地域優良賃貸住宅整備事業） 地域優良賃貸住宅（公共供給型）64戸の整備

　Ac 地域住宅計画に基づく事業（提案事業）

　A2 基幹事業（地域住宅計画に基づく事業以外の事業）

住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業） 空き家等実態把握調査（羽島市、恵那市、揖斐川町、大野町）

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 公営住宅等の家賃の低廉化（揖斐川町、川辺町）

住宅市街地基盤整備事業 東濃研究学園都市：一般県道　肥田下石線
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Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-B-1
合計 0

番号 備考

1-B-1

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27

1-C-1 住宅 一般 岐阜県 直接 県 9

1-C-2 住宅 一般 岐阜県 間接 団体 5

1-C-3 住宅 一般 岐阜県 間接 個人 9

1-C-4 住宅 一般 岐阜県 直接 県 291

1-C-5 住宅 一般 岐阜県 間接 個人 500

1-C-6 住宅 一般 岐阜県 間接 個人 167

1-C-7 住宅 一般 岐阜県 直接 県 220
合計 1,201

番号 備考

1-C-1

1-C-2

1-C-3

1-C-4

1-C-5

1-C-6

1-C-7

地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 対象 間接 （延長・面積等） H23 H24 H25 H26 H27

住宅 一般 岐阜県 直接 354 地域自主戦略交付金

住宅 一般 岐阜県 直接 151 地域自主戦略交付金

Ｂ’

Ｃ’

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者 種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名 全体事業費
（百万円）

- 住宅施策等関連事業推進事業 住宅計画策定調査 -

- 地域木造住宅支援事業費補助金 協同組合等が行う、木造住宅振興のための活動に対する補助 -

- 移転費助成費 県営住宅の耐震補強工事にかかる入居者移転 -

- 既存老朽化公営住宅解体事業 北方住宅既存棟解体 -

- 住宅耐震補強工事補助金 民間住宅への耐震補強工事費補助 県全域

- ぎふの木で家づくり支援事業 県産材で家づくりに対する助成 -
- 公営住宅整備事業等推進事業 公営住宅整備事業等の実施に要する設計・工事監理等 -

一体的に実施することにより期待される効果

住生活等の基本となる事項を定め、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進する。

木造住宅振興を積極的に行っている協同組合等に対して補助を行うことにより、地域住宅産業の活性化を促し良質な木造住宅の供給を図る。

耐震補強工事が完了した住棟に使用中止予定の住棟から移転する入居者に対して助成を行い、耐震補強工事の推進を図り、安全・安心な住まいづくりを実現する。

景観や治安上好ましくない老朽化し使用しなくなった公営住宅を解体することにより、住環境の向上を図る。

県民が行う耐震補強工事について、市町村がその費用の一部を助成する場合に県も補助を行い、安全・安心な住まいづくりを実現する。

県産材で住宅を新築したものに対して助成を行うことにより、地域住宅産業の活性化を促し良質な木造住宅の供給を図る。

公営住宅整備事業等と一体的に実施し、住環境の向上を図る。

その他関連する事業

事業種別 事業者
要素となる事業名

市町村名 全体事業費
（百万円）（事業箇所）

Ｂ’

Ａ’
県 公営住宅等ストック総合改善事業 長寿命化計画に基づく長寿命化型改善等 -
県 住宅市街地基盤整備事業 東濃研究学園都市：一般県道　肥田下石線 多治見市・土岐市

0百万円 Ｃ’ 0百万円 (C+C')/((A+A')+(B+B')+(C+C')）
15.49%
15.51%

Ａ’ 505百万円
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社会資本総合整備計画
1 安全・安心な住まいづくりの実現と日本一住みよいふるさとづくり（岐阜県地域住宅計画）

平成23年度　～　平成27年度　（5年間）

 １．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

 ２．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ３．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

1-A1-7で整備する地域優良賃貸住宅（公共供給型）について、地域優良賃貸住宅制度要綱第5条第1項第4号の規定に基づき入居資格を以下のとおりとする。

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

①特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則第26条に規定する資格を有すること。
②単身者用住戸（1DK：40戸）については、単身者の入居を認める。
③ソフトピアジャパン内の企業に就業する者を「特に居住の安定を図る必要があるもの」として優先入居枠に位置づけるとともに、自宅から通勤ができない者については、単身赴任を認める。

計画の名称

計画の期間 交付対象

　該当無し

　該当無し

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例の対象となります。（ただし、一定の要件を満たす
ことが必要です。）

岐阜県、羽島市、恵那市、揖斐川町、大野町、川辺町
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（参考様式３）

1 安全・安心な住まいづくりの実現と日本一住みよいふるさとづくり（岐阜県地域住宅計画）

　 平成23年度　～　平成27年度　（5年間） 岐阜県、羽島市、恵那市、揖斐川町、大野町、川辺町

計画の名称

計画の期間 計画策定主体

 

【県内全域】 
・1-C-1 住宅施策等関連事業推進事業 

・1-C-2 地域木造住宅支援事業費補助金 

・1-C-5 住宅耐震補強工事補助金 

・1-C-6 ぎふの木で家づくり支援事業 
・1-C-7 公営住宅整備事業等推進事業 

1-A1-5,6 住宅地区改良事業等（養老町） 

1-A1-6 住宅地区改良事業等（関市） 

1-A1-6 住宅地区改良事業等（垂井町） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（荒崎住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（藤江住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（尾崎住宅） 

1-A1-1,2 公営住宅等ストック総合改善事業(近の島住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業(泉北住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（宮代住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（加野住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（田神住宅） 

1-A1-1,3,4 公営住宅等ストック総合改善事業(旭ヶ丘住宅） 

1-A2-1 住宅市街地基盤整備事業(東濃研究学園都市） 

1-A1-3,4 公営住宅等ストック総合改善事業(赤保木住宅） 

1-C-3 移転費助成費(近の島住宅） 

1-C-4 既存老朽化公営住宅解体事業（北方住宅） 

1-A1-7 地域優良賃貸住宅整備事業（公共供給型） 

1-A1-3,4 公営住宅等ストック総合改善事業（夕陽ヶ丘住宅） 

1-A1-8 公的賃貸住宅家賃低廉化事業（川辺町） 

1-A1-8 公的賃貸住宅家賃低廉化事業（揖斐川町） 

1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）（大野町） 

1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）（羽島市） 

1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）（恵那市） 

1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業）（揖斐川町） 

【羽島市、恵那市、揖斐川町及び大野町の全域】 
・1-A1-9 住宅地区改良事業等（空き家再生等推進事業） 
     （空き家等実態把握調査） 
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